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0. コンソーシアム（①-Bの連携先含む）における各主体の役割分担

エネコートテクノロジーズ（幹事会社） 京都大学

エネコートテクノロジーズが実施する研究開発の内容

• 市場開拓：既存顧客との新規アプリケーション等の用途開発継続、
新規顧客獲得に向けた独自営業活動、イベントでのデモ
品展示、支援機関によるビジネスマッチング、ピッチイベント
での広報活動等の継続 を担当

エネコートテクノロジーズの社会実装に向けた取組内容

• 高出力化：ペロブスカイト層の塗布方法、電荷回収層形成手法、
各層の物性制御の最適化、界面制御技術の最適化

• 高耐久化：封止材料・組成／封止技術の最適化、各層の膜厚
等の最適化

• 生産技術開発：試作ラインでの低コスト化の実証、大面積塗布
技術開発、高速製膜技術開発

• 市場開拓：アプリケーションに適したデザイン開発
を担当

京都大学が実施する研究開発の内容

• 市場開拓：フィルム太陽電池コンソーシアム活動、エネコートへの顧客
紹介、他の国プロ・企業との共同研究からの成果フィードバック

を担当

• 高出力化：ペロブスカイト半導体材料／電荷回収層材料／成膜方法
／界面制御技術、 基板材料、パターン化技術、特性評価

• 高耐久化：ペロブスカイト半導体材料／電荷回収層材料／基板・封止
技術（材料と手法）、界面制御技術／デバイス構造、
耐久性評価

• 生産技術開発：各層の大面積塗工技術開発（ダイコート、インク
ジェット等）、大量生産を可能にする材料開発

• 市場開拓：発電特性（環境依存性等）の解明と用途探索
を担当

京都大学の社会実装に向けた取組内容

提案プロジェクトの目的： 「20円/kWhの発電コストを達成する
900cm2以上の軽量ペロブスカイト太陽電池パネル」の実現

共同研究開発
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1. 事業戦略・事業計画
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（社会面）
• メガソーラーに対する地域住民の不理解の増加
• 電力消費の大きい都市部での太陽光発電導入量の少なさ
• TFCD（気候関連財務情報開示タスクフォース）による温暖化ガス

削減に向けた企業への情報開示
（経済面）

• RE100・高いグリーン電力・CO2排出権を購入せざるを得ない企業
が多数

• 結晶シリコン太陽電池の価格上昇
（政策面）

• 2050年カーボンニュートラル政策（日本）
• 新築住宅への太陽光発電システムの導入強化
• COP26 岸田首相が途上国へ100億ドル追加支援を表明

（技術面）
• 次世代蓄電池の性能向上による再エネ安定化への期待

カーボンニュートラル社会における産業アーキテクチャ（太陽電池）カーボンニュートラルを踏まえたマクロトレンド認識

1. 事業戦略・事業計画／（1）産業構造変化に対する認識

環境意識の変化により、太陽光発電を中心としたエネルギー地産地消産業が急拡大すると予想

⚫ 市場機会：
１．世界の太陽光発電市場は、2021年から2027年、20.5%以上の

成長率が見込まれている（REPORTOCEAN）
２．日本国内では太陽電池の設置に適した場所が少なくなっている。

未利用箇所への太陽電池導入ポテンシャルは住宅用：43GW、
民生用・工場が77.3GWと試算（再生可能エネルギー白書）。
2020年導入量の合計が71GW（日本電気工業会）であり、
まだ伸びしろがある

⚫ 当該変化に対するエネコートの経営ビジョン：
どこでも電源（ビルや住宅等の壁面設置可能な軽量ペロブスカイト
太陽電池）を提供し、あらゆる場所でのエネルギー地産地消に貢献する

エネコートが商品化する太陽電池

⚫ 社会・顧客・国民等に与えるインパクト：設置場所を選ばない軽量太陽電池を
用いることで、ビルや住宅の壁面での発電が可能となる
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セグメント分析 ターゲットの概要

住宅用（未利用地）
屋根：16GW
壁面：27GW

民生用・工場
屋根：35.3GW
壁面：42GW

耕作地：381GW
耕作放棄地：34GW
河川､堤防：34GW
湖沼ダム水面：39GW

• 既存建物への貼付
• カーポート

• 防音壁一体型
• 法面への貼り付け

ハウスメーカー
ディベロッパー

工務店
施工会社

ゼネコン

導入ポテンシャル需要家

①住宅用

②工場、
公共施設

③インフラ
農業

主なプレーヤー 課題
• 軽量化
• 設置の容易さ
• システム価格
• 耐久性

• 軽量化
• 設置の容易さ
• システム価格
• 耐久性

• 屋根一体型
• サイディング一体型

想定ニーズ

• 軽量化
• 設置の容易さ
• システム価格
• 耐久性

光の強さ

重量

フレキシブル化、高出力化、
容易に設置できる、フィルム型太陽電池に注力

建物の壁

ソーラー時計

1. 事業戦略・事業計画／（2）市場のセグメント・ターゲット

太陽電池市場のうちどこでも設置できる太陽電池をターゲットとして想定

（太陽電池市場のセグメンテーション）

軽い重い

弱い

強い

防災用途

メガソーラー

道路の法面

宇宙用途

住宅屋根

屋外用
センサーデバイス

※ 再生可能エネルギー技術白書より

※

室内用
センサーデバイス

2030年にペロブスカイト太陽電池は13GWのシェアを獲得すると自社で予想。
そのうち、エネコートは1.3MWの獲得を目指す。
更に、エネコートはライセンスビジネスや生産委託を並行して展開することで、委託
先のビジネスが2031年に立ち上がり、1.3GWの獲得を目指す

上市目標時期：2028年

上市目標時期：2027年

上市目標時期：2029年
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社会・顧客に対する提供価値 ビジネスモデルの概要（製品、サービス、価値提供・収益化の方法)と研究開発計画の関係性

• 出力特性
– 低照度下での高性能

による高総発電量
– 影の影響による発電

性能の低下が少ない

• 太陽電池パネルの特長
– 軽量、フレキシブルな

い太陽電池を提供す
ることで、今まで設置で
きなかった場所へ設置
可能となる

• 低コスト太陽電池システム
を提供
– 安価な太陽電池の提

供により、投資回収ま
での期間が短くなる

• カスタマイズ品の提供
– 自由な形状の太陽電
池を提供することによ
り、意匠性を損なわず
に太陽光パネルを設
置することができる

1. 事業戦略・事業計画／（3）提供価値・ビジネスモデル

軽量化技術、カスタマイズされた太陽電池を提供する事業を創出/拡大

エネコートで作製したカスタマイズ品の例

A4サイズフィルムモジュール

中央部くり抜き型
（電子ペーパー表示）

時計型

様々なデザインを持つビル外壁にも展開する

エネコートでは、定型サイズの太陽電池パネルを販売するビジネスモデル
ではなく、顧客の要求する様々なデザインにカスタマイズした太陽電池パ
ネルを提供するビジネスを行う。
顧客は意匠性を損なわずに、再生エネルギーの導入を行うことができる。
今まで、意匠性を重視するために太陽電池パネルの導入を諦めていた顧
客を取り込む。

顧客の要求する
形状の太陽電池
を提供する

エネコート製ペロブスカイト
太陽電池は、多品種小
ロット生産に対応したビジネ
スを展開する
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1. 事業戦略・事業計画／（3）提供価値・ビジネスモデル（標準化の取組等）

日本企業と連携し、標準化を推進

測定標準

• ソーラーシミュレーター、LEDなどの光源装置メーカーや、測定にノウハウを有する機関
を集め、IEC TR63228の活動を継続し次ステップであるTSに必要なデータ取得へ、
エネコートからのペロブスカイト太陽電池セル・モジュールの提供する活動を行っていく

• 本コンソーシアムの京都大学にて開発しているMPPTの優位性やペロブスカイト太陽
電池への適合性を確立し、フォーラムとしてアカデミアや、アプリケーション視点でのエン
ドユーザーを巻き込み、特許出願や測定標準を推進し、最終的にはペロブスカイトに
適したパワーコンディショナーの搭載を目指す

海外の標準化や規制の動向

（海外の標準化動向）
• 2018年1月 「劣化解析手法の標準化の必要性を提言」

（EPFL、Nature Energy, 2018, 3, 61)
• 2019年7月 「Measurement Protocols for Photovoltaic Devices 

Based on   Organic, Dye-Sensitized or Perovskite Materials」(IEC 
TR63228発行)

• 2020年1月 「ISOSベースの信頼性試験の採用と、PSC用の追加試験方法の
提言」(Global Team、Nature Energy, 2020, 5, 35)

• 2022年2月 「ペロブスカイト太陽電池の目標特性を一部改良」
（米国エネルギー省SETO）

• 測定標準が無いため、特に中国の自社測定は数値が上振れしているケースが有る
とのヒアリング有

（規制動向）
• 規制緩和（例えばRoHS指令のPbに関する規制緩和など）に関する動向は無い

標準化の取組方針

• IEC TR63228発行後、TS化を推進するために、エネコートからセル・モジュールの
提供を行い、ラウンドロビン活動へ貢献する活動を行っていく

• 測定手法のMPPTには統一規格が無く、様々なアルゴリズムが存在する。本コンソー
シアムの京都大学にて開発しているMPPTの優位性を早期に確かめると共に、ペロブ
スカイト太陽電池に適した改良を施し、この装置を基にした標準化を進めていく

標準化の取組内容（全事業期間通じて）
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本コンソーシアムの強み、弱み（経営資源）

本コンソシーアムの強み（保有技術）

• 新材料技術
– SnPb系世界最高効率23.6％達成

• デバイス化技術
– 様々な形状のカスタマイズ品実績有り
– 封止技術（室内向け耐久性クリア済）

• 自社開発の全自動塗布装置の保有
– 成膜雰囲気の制御が可能
– 数百個単位でのサンプル供給実績あり
– 歩留まりが向上

ターゲットに対する提供価値
• 軽量、フレキシブル
• リークの少ないデバイス開発技術の展開
• 意匠・デザイン性（カスタマイズの容易さ）
• 低コスト

自社 光電変換効率（ η ）
• 23.6％(0.1cm2）
• 21.0％(1.0cm2)
• 14.0％(39.8cm2）

【室内用途】※1
• 時計メーカー

電気メーカー
化学メーカー、など

• 材料メーカーへ
ライセンス供与

• 不活性ガス雰囲気
下での自動塗布装
置を保有

技術 顧客基盤 サプライチェーン その他経営資源

1. 事業戦略・事業計画／（4）経営資源・ポジショニング

材料技術の強みを活かして、社会・顧客に対して軽量・フレキシブルという価値を提供

本コンソーシアムの弱み及び対応

• 大面積化
– スピンコート以外の塗布装置導入により、大

面積化と低コストの両立を図る

(本研究開発)

• 18％（900cm2)

【屋外用途】
• 建築メーカー

ハウスメーカー
ゼネコン、など

• 生産メーカーへライセ
ンス供与し、海外工
場含めた生産委託

• 雰囲気制御可能な
30cm角サイズ塗布
装置導入

エネコートの強み
顧客基盤：年間100社以上の面談実績があり、既に10社以上へサンプル出荷の実績
がある
サプライチェーン：材料メーカーにライセンスを供与済。今後、生産メーカーにもライセンス
供与を実施予定
経営資源：スタートアップならではの意思決定スピードの速さ

（※1 室内用は本事業の対象外）
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1. 事業戦略・事業計画／（5）事業計画の全体像

投資計画： 2023年度にパイロットラインを構築、2027年度に量産ライン構築を想定

事業化研究開発

投資計画

投資回収

2021年度 ・・・ 2027年度 2028年度 ・・・ 2036年度

研究開発費
パイロットライン等

取組の段階

約64億円 約104億円

CO2削減効果：

※CO2削減効果計算前提：日本国内1kW･1年あたりの年間発電量1,000kWh/年、係数0.441kg-CO2/kWh、を用いてCO2削減量を計算した

商品開発

2028年頃にGI基金で開発した屋外向けを事業化、2036年頃の投資回収を想定

仕様開発、生産技術開発 社会実装

0.4kt 136kt
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• 国内外の営業ルート網を持つ企業との連携
国内外に営業ルートを持っている企業と提携し、営業

力を強化する

• 多用途・スモールスタートに向けた活動
顧客との面談数の多さを生かし、早期の課題抽出活動

を行なっている。その課題解決方法を早期に着手し、更
に早期の権利化へと繋げていく

• 商品のバージョンアップ戦略
早期に製品化が期待できるPb系ペロブスカイト太陽電

池を販売しながら、並行してより高性能が期待できる
SnPb系ペロブスカイト太陽電池の研究開発を進めてい
く
（Sn系ペロブスカイトを扱える企業はエネコートのみ）

研究開発・実証

取組方針

国際競争
上の
優位性

1. 事業戦略・事業計画／（6）研究開発・設備投資・マーケティング計画

研究開発段階から将来の社会実装（設備投資・マーケティング）を見据えた計画を推進

設備投資 マーケティング

• 試作ライン（大面積検証）について
試作ライン設置場所を確保済
全自動塗布装置のノウハウを生かし、製造パネルの

900cm2以上を試作可能なラインの装置リスト、フット
プリントについての構想策定済
900cm2サイズで月産約数千枚を見据えた製造設

備導入

• 生産ライン（コスト検証）について
導入したパイロットラインにて各製造工程のタクトタイム

減少に向けた活動を実施する

• ライセンス契約による生産委託
減価償却が完了している設備を保有し、生産を得意
とする企業へライセンス供与を行い、より安価なデバイ
スを生産する計画がある

• 知財戦略
～材料、封止技術の特許ポートフォリオ構築～
ペロブスカイト材料、電荷回収材料、膜形成技術に関し

て、京都大学若宮研との共同出願による特許出願を継
続していく
エネコート単独としては、技術優位性の高い封止技術・

封止材料技術特許を中心とした出願を行っており、更にそ
の周辺を出願して特許ポートフォリオを構築する

• 顧客ニーズの探索
今後もピッチイベント、展示会等によるエネコートの認知度

向上、顧客接点の増加を引き続き継続していく
フェーズ２での実証実験をスムースに進めるため、関連企
業と仕様や課題抽出について、フェーズ１の段階から活
動する

• 多用途・スモールスタートに向けた活動
顧客との面談は100件/年を超えており、様々な業種

の方々と現状の困りごと、新規アプリケーションについての
情報交換を行っている

• 商品のバージョンアップ戦略
海外企業は不活性ガス雰囲気制御の保有設備がな

いため、Sn系ペロブスカイトの製造を容易に行うことはで
きない。雰囲気制御への方向性転換を行ったとしても、
時間的優位性を持っている

• 試作ライン
エネコートは、海外企業に比べて不活性ガス雰囲気

制御で先行している。

• ライセンス契約による生産委託
国内遊休設備・海外工場を保有する企業との提携を

進めていくため、コスト優位を確保できる

• 知財
海外企業は特許出願数が少ない（例：sauleは3件）。

また、海外企業は大学とのコラボレーションが少なく、材料な
どの基本技術に関する特許出願においてはエネコートが優
位である

• 顧客ニーズ
ピッチイベント、展示会等による顧客との面談活動の結果、

海外企業（例えば上記saule）が発表しているレベルのア
プリケーションは全て想定済である

※1

※1 タクトタイム：要求された製品１つ作るために必要な時間
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1. 事業戦略・事業計画／（7）資金計画

2021年度 ・・・ 2028年度 ・・・ 2036年度

事業における資金需要
（研究開発分）

国費負担※

（委託又は補助）

自己負担

・ 本事業機関にて量産技術の確立と製品の市場開拓を
継続する

・ 競争力確保のため、引き続き基礎研究及び設備投資を
継続する

約64億円で研究開発費、パイロットラインを導入

合計約64億円

国の支援に加えて、28億円規模の自己負担を予定
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２. 研究開発計画
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研究開発項目

• 高出力化

研究開発項目

KPI

1

900cm2サイズパネル：
変換効率18％、劣化率1.0％/年、稼動年数15年

アウトプット目標

16.2W（900cm2、ta：η＝18％相
当）を達成

• 高耐久化2

• 生産技術確立3

• 市場開拓4

発電コスト20円/kWhを達成する
軽量ペロブスカイト太陽電池の開発

KPI設定の考え方

2. 研究開発計画／（1）研究開発目標

発電コスト20円/kWhを達成するためのKPI

“屋外15年に相当する加速試験“にて初期
特性の85％維持を達成

・材料利用効率95％以上の塗布方法を
開発
・裏面電極材料コストを30％以下に低減

多数の顧客面談より、フェーズ２における実
証実験時の想定される課題が抽出されてい
ること。

別添6：発電コスト試算表より試算された目標値：
20円/kWhより、
900cm2：16.2W（η＝18％相当）
稼動年数15年、劣化率1.0％／年
稼動年数15年：85℃／85%RH、2,000hの連
続試験を想定

・材料利用効率の高い大面積塗布法法を用いること
で、低コスト化を実現する
・現在の高価な貴金属を、安価な材料で使いこなす
・パイロットラインによる大量生産に向けた検証実験に
より、大量生産時におけるシステム単価の目標値をシ
ミュレーションする

フェーズ２において速やかにスタートし、かつ有効な実
証実験を行うための活動

研究開発内容

※1 ta：total area（モジュール外形サイズ当たりの変換効率）

※1
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KPI 現状 達成レベル 解決方法 実現可能性（成功確率）

• 高出力化 16.2W
（900cm2、
ta：η=18％）

16.9％
(40cm2)

(提案時
TRL4→現
状TRL4)

18％
（TRL7)

• 材料開発
– ペロブスカイト組成の改良
– 電子輸送層の改良

• モジュール化技術開発
– 大面積塗布技術開発
– デザインによる高出力化

非常に高い
（90％）

• 高耐久化 屋外耐久性：
15年相当

100℃耐熱
試験
1,000hクリ
ア(提案時
TRL3→現
状TRL4)

15年
（TRL7)

• 封止技術の向上
– 新接着剤の検討
– 封止デザインの検討

• 新材料開発
– 新規材料の検討

かなり高い
（80％）

• 生産技術確立 低コスト化に目
途

未試算
(提案時
TRL3→現
状TRL3)

低コスト化に
目途
（TRL7)

• 材料利用効率の向上
– ダイコーターへの変更

• 封止技術
– 封止デザインの検討

高い
（70％）

• 市場開拓 顧客面談による
課題が抽出されて
いる

未抽出
(提案時
TRL3→現
状TRL3)

課題が抽出
され、改題
解決方法が
明確化
（TRL5)

• 顧客からの課題抽出
– 悩み事（ペイン）の抽出
– 簡易実証実験検証
– 早期に解決策を見出し権利化へ

非常に高い
（90％）

1

2

3

4

2. 研究開発計画／（2）研究開発内容

各KPIの目標達成に必要な解決方法
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2. 研究開発計画／（2）研究開発内容（これまでの取組）

各KPIの目標達成に向けた個別の研究開発の進捗度

直近のマイルストーン(2022年度末)

高出力
化 ・7.5cm角軽量モジュールで変換効率

（designated area）16％に加え、100℃耐
熱性試験における1,000h後の初期特性維持
率90％以上を達成

1

高耐久
化

研究開発内容 これまでの（前回からの）開発進捗 進捗度

・ 7.5cm角フィルムモジュールで、変換効率16.9％
・ 7.5cm角ガラスモジュールで、変換効率19.2％
・ 新規SnO2による特性向上を確認
・ ペロブスカイト組成検討、プロセス改善により貧溶媒滴下無しの方向性を確立

△
軽量モジュールで変換効率
18%の見込みを得ているが、
同モジュールでの耐久性試験
を開始してできていないため△
とした

・ Ca試験における85℃／85%Rh恒温恒湿試験で、約800h経過で劣化無し
・ ダミーデバイスにて、新規封止構造により、85℃/85%RH、1,000hで脱色無し
・ 新規HTMを用いて、100℃の耐熱性試験1,000hにおける維持率80％を達成

〇
Ca試験を用いた劣化試験、
100℃耐熱性試験をクリアで
きる見込みが得られたため〇と
した

生産技
術確立 スピンコート以外の塗布方法で試作したデバイス

を解析し、不具合箇所の特定と策を行い、スピン
コート製膜に比較してショート箇所数を低減する

市場開
拓

セルあるいは小型モジュールを用いた上述デモ機
が完成し、結晶シリコン太陽電池とペロブスカイト
太陽電池の実証データの比較実験を開始する。

・ スピンコート以外の塗布方法として、スロットダイコート塗布とインクジェット塗布を検討
・ スロットダイコートにてスピンコートと同等の変換効率を達成
・ 材料利用効率が改善（スピンコート：1.7％→ダイコート21.6％）

△
大面積塗布の解析が進んで
いないため△であるが、小セル
での解析は進んでいる

・ 7.5cm角フィルムモジュールを12枚接続したA4シートを作製し、協力会社先での実
証実験を開始
・ 設置場所の発電量予測として、シミュレーションの検討開始。
・ 不具合箇所の解析を実施検討中

△
屋外での発電予測シミュレー
ション、実証実験共に検討中
であり、現時点では結果が得
られていないため△

2

3

4

・Ca試験（1cm角サイズ）にて85℃/85％Rh
恒温恒湿試験における1,000h後のCa劣化無
を達成
・7.5cm角軽量モジュールへ展開し、
85℃/85％Rh恒温恒湿試験における1,000h
後の初期特性維持率90％以上を達成
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2. 研究開発計画／（2）研究開発内容（今後の取組）

個別の研究開発における技術課題と解決の見通し

直近のマイルストーン(2022年度末)

高出
力化 ・7.5cm角軽量モジュールで変換効率

（designated area）16％に加え、100℃
耐熱性試験における1,000h後の初期特性維
持率90％以上を達成

1

高耐
久化

研究開発内容 残された課題 解決の見通し

・ 7.5cm角軽量モジュールでの100℃耐熱性試験
が未評価
・ 新規電荷輸送材料の耐久性試験が未実施
・ 新規電荷輸送材料に適した電極が未選定
・ ペロブスカイト層上のパッシベーション材料が未決
定

・ 電子輸送層、ホール輸送層界面の改質について、京都大
学と共同開発により技術を開発中

・ 7.5cm角軽量モジュールでの85℃／85%RH恒
温恒湿試験が未実施
・ 新規封止構造の耐久性試験未実施

･ 新規接着剤の検討中
・ 耐光性試験機導入による開発加速

生産
技術
確立

スピンコート以外の塗布方法で試作したデバイス
を解析し、ショート箇所の特定・不具合対策を
行い、スピンコート製膜に比較してショート箇所
数を20％以下に低減。

市場
開拓

セルあるいは小型モジュールを用いた屋外実証
実験（結晶シリコン太陽電池とペロブスカイト太
陽電池の実証データの比較実験）を開始する。
３ケ月以上の屋外設置によるデータ（日射量、
発電量等）のデータ取得ができていること

・ セルにて解析評価検討中であり、モジュールへの
展開が未実施
・ ショート箇所と原因解析の因果関係紐づきが検
討中

・ ショート箇所解析のモジュールへの対応を開始予定

・ 協力会社にて測定データが取得中
・ 協力会社のデータ取得見込み

2

3

4

・Ca試験（1cm角サイズ）にて85℃/85％
Rh恒温恒湿試験における1,000h後のCa劣
化無しを達成。
・7.5cm角軽量モジュールへ展開し、
85℃/85％Rh恒温恒湿試験における1,000h
後の初期特性維持率90％以上を達成。
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研究開発項目・事業規模

① 高出力

② 高耐久化

実施スケジュール

2021 2025 2030

研究開発期間（国費負担有）

高速生産技術開発

実施主体

2032…

塗布技術検討③ 生産技術確立

④ 市場開拓

900cm2開始
塗布技術最適化 屋外実証実験 屋外実証実験②

50cm2モジュール 900cm2モジュール

技術試作

屋外実証実験②

1. 

発電コスト
20円/kWh

顧客との面談 簡易実証実験

2. 研究開発計画／（3）実施スケジュール

複数の研究開発を効率的に連携させるためのスケジュールを計画

事業化

社会実装

:ステージゲート審査

KPI:普及価格

KPI:稼動年数15年相当～

KPI:η=18％～

高出力化:
η＝18％

稼動年数：
15年相当

高出力化:
η＝16％

稼動年数：
10年相当

大面積塗布技
術獲得

課題の抽出

研究開発項目 研究開発内容
大阪万博への出展

低コスト化
に目途

知財への反映

商品化

フェーズ１ フェーズ２

材料・成膜技術開発①

塗布方式の検討①
適
用

材料・成膜技術開発②

塗布方式の検討②
適
用

材料からの耐久性改良①

封止技術からの改良①
適
用

材料からの改良②

封止からの改良②
適
用

適
用

塗布方式選定

適
用

展開 展開

KPI:課題が抽出
されている

設備導入開始

技術量産試作

屋外実証実験

デザイン、仕様の仮決定 デザイン、仕様の最終決定
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実施体制図 各主体の役割と連携方法

各主体の役割
• 研究開発項目全体の取りまとめは、幹事企業であるエネコートが行う
• 京都大学は、ペロブスカイト材料開発、光物性評価、材料の固体物性評価を担当する
• A社は、高性能な電荷回収材料を担当する
• B社は、高性能な電荷回収材料を担当する
• C社は、後工程における配線技術を担当する
• 大阪大学は、ペロブスカイト半導体／電荷回収層材料の電子物性評価を担当する
• 筑波大学は、材料のX線結晶構造解析、丸本研はESR特性評価を担当する
• 九州大学は、理論計算による材料最適化を担当する

本プロジェクトにおける実施者等の連携方法
• 定例会を年４回実施
• 再委託先１社に対し、エネコートからの担当者を１名選出し密な連携活動を行う
• 再委託先からの研究者の派遣
• 遊休設備の貸与等による有効活用

中小・ベンチャー企業の参画
• エネコートは京都大学発の

スタートアップ企業である

再委託先
④B社

高性能材料開発

再委託先
③A社

高性能材料開発

研究開発項目
発電コスト

20円/kWh

①エネコート
高出力、高耐久

②京都大学
高性能材料開発・評価

幹事企業

2. 研究開発計画／（4）研究開発体制

各主体の特長を生かせる研究開発実施体制と役割分担を構築

※金額は、総事業費/国費負担額

再委託先
⑤C社

配線技術

再委託先
⑦筑波大学

材料・デバイス評価

再委託先
⑥大阪大学

材料・デバイス評価

再委託先
⑧九州大学

材料物性予測・評価

屋外実証実験参画予定企業の役割

D社:インフラ施設での実証実験
E社:住宅系施設での実証実験
F社:生産委託等による量産担当
G社:精密貼合技術の応用
H社:二次電池との組み合わせ実証実験

38億円/30億円
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研究開発項目 本コンソーシアム内の活用可能な技術等 競合他社に対する優位性・リスク研究開発内容

• 新材料技術開発
（単分子電荷回収層化合物、Sn系ペロブスカイ
トなど）

• 不活性ガス雰囲気下での製造設備

• 競合は高照度を重視（エネコートは低
照度下での高出力化により、曇天等で
の発電力が増加が見込める）

• 特許、保有設備を生かし、競合が創れ
ない商品を開発

高出力化１. 発電コスト
20円/kWh

高耐久化

生産技術確立

• フィルム封止技術

• 高耐久材料

• 高耐久電荷回収材料

• 大面積化が可能な印刷方法

• スパッタによる安価な裏面電極の形成技術を保
有

市場開拓 • フィルム太陽電池研究コンソーシアム設立

（25社参画）

• ピッチイベント・展示会等により、100社以上の

企業と面談済

• 稼動年数15年相当をクリアし、軽量さ
と耐久性の両立を図る

• 委託先が開発する高耐久性材料を優
先的に使用可能

• 材料利用効率が高い塗布方法を選択

• 高速製膜、材料選定の幅が広く、応用
展開が容易

• 顧客からの課題抽出をスピーディに解
決し、フェーズ２への加速を行う。更に、
末端商品の早期の権利化を行っていく

1

2

3

4

2. 研究開発計画／（5）技術的優位性

国際的な競争の中においても技術等における優位性を保有
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３．イノベーション推進体制
（経営のコミットメントを示すマネジメントシート）
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組織内体制図

開発部

①高出力化
②高耐久化

技術部

①高出力化
②高耐久化
③生産技術確立
横断的フォロー
④市場開拓、
⑤標準化／知財

製造部

③生産技術確立

研究開発責任者と担当部署
• 取締役／最高技術責任者

– 研究開発の責任を担うとともに、事業全体の統括を行う

部門間の連携方法
• エネコートはペロブスカイト太陽電池モジュール“専業”メーカーを指向
• 開発本部は製造一体であり最高技術責任者が統括
• 取締役最高科学責任者である若宮教授を含めた京都大学スタッフと

週2回以上定例会議を実施
• 管理本部の体制強化実施

代表取締役

取締役/最高技術責任者

3. イノベーション推進体制／（1）組織内の事業推進体制

経営者のコミットメントの下、専門部署に複数チームを設置

組織内の役割分担

取締役/最高科学責任者

営業部門 管理本部開発本部
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3. イノベーション推進体制／（2）マネジメントチェック項目① 経営者等の事業への関与

経営者等による「どこでも電源としてのペロブスカイト太陽電池の社会実装事業」への関与の方針

経営者等による具体的な施策・活動方針 経営者等の評価・報酬への反映

• 事業の進捗やそれに伴う資金調達実施時に、昇格・昇給を適時実施・計画
しており、またストックオプション制度を既に導入済みでプロジェクト成功時のイ
ンセンティブ付与に努めている

• 経営者等のリーダーシップ
– エネコートは京都大学の知（ペロブスカイト太陽電池の研究）を事業化する
ことを目的として設立された専業スタートアップである
– エネコートの設立発起人である京都大学若宮教授は大学の研究活動と並
行して取締役最高技術責任者としてエネコートの経営にも深くコミット
–代表取締役である加藤も上記背景を良く理解し、専従者としてプロジェクトに
従事
– 経営者だけでなく、ステークホルダー（京都大学、京都大学イノベーションキャ
ピタル、外部株主等）全体がペロブスカイト太陽電池をカーボンニュートラル達
成のための切り札のひとつとして位置付け、プロジェクトの成功に向け有形無形
を問わず全面的な支援を実施
– 取締役最高科学責任者である若宮教授を含めた京都大学側スタッフ／エネ
コート幹部の間で、最低週2回以上の頻度で技術定例会議を実施済

• 事業のモニタリング・管理
– 専業スタートアップであるため、代表取締役及び研究開発部門の幹部メン
バーはペロブスカイト太陽電池の実用化及び社会実装事業に100％専従
– 新規株主が参入し、モニタリング体制がより強化されている

（シリーズBラウンドに関するプレスリリース：3/28、5/23）
– 発電性能や耐久性について「マイルストーン」を設定し、新規資金調達や新
規設備投資実行の際の意思決定基準に設定

事業の継続性確保の取組

• 株主間契約において、代表取締役加藤と取締役若宮教授は「キーマン」と
して、継続して取締役としての職責を果たすことが義務付けられている

• 経営陣が不測の事態に見舞われた場合、チームリーダーが事業を継続でき
るよう経営会議への参加や重要情報へのアクセス権付与を通じて、経営情
報を適宜共有できる体制を構築
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3. イノベーション推進体制／（3）マネジメントチェック項目② 経営戦略における事業の位置づけ

経営戦略の中核において「どこでも電源としてのペロブスカイト太陽電池の社会実装事業」を位置づけ、広く情報発信

取締役会等での議論 ステークホルダーに対する公表・説明

• 情報開示の方法
– 株主の了承を得たうえで適宜開示を検討

• ステークホルダーへの説明
– 投資家や金融機関等のステークホルダーに対しては機密保持契約の範

囲内において必要情報を全面開示予定
– 事業の効果については、実用化の目処がついた段階で国民生活のメリッ

トに重点を置いて、幅広く情報発信予定

• カーボンニュートラルに向けた全社戦略
– 会社スローガン「ペロブスカイト太陽電池で未来を創ります」の

社内外周知活動の継続

• 事業戦略・事業計画の決議・変更
– 「ペロブスカイト太陽電池の社会実装事業」戦略を盛り込んだ長期事

業計画を策定済
– 事業の進捗状況については、社内会議、経営会議、取締役会、株

主報告会において定期的にモニタリングを実施
– 「どこでも電源としてのペロブスカイト太陽電池の社会実装事業」を中

核とする経営戦略を周知・徹底

• 決議事項と研究開発計画の関係
– エネコートは研究開発型のスタートアップであるため、上記で決議された

事業戦略・事業計画＝研究開発計画として取り組む



24

3. イノベーション推進体制／（4）マネジメントチェック項目③ 事業推進体制の確保

機動的に経営資源を投入し、着実に社会実装まで繋げられる組織体制を整備

経営資源の投入方針 専門部署の設置

• 専門部署の設置
– 製造部を設置
– 品質保証に関する機能を追加
– 全ての部署が社長直轄であり、研究開発部門は研究開発統括、チー

ムリーダーに意思決定権限の大部分が委譲されている

• 若手人材の育成
– 若手人材の採用を積極化しており、責任ある業務を担当させることによ

り育成機会を提供している
– 京都大学若宮研との連携は日常的に実施しており、若手スタッフとの共

同実験、技術検討会等の機会が豊富に存在する

• 実施体制の柔軟性の確保
– 組織が小さくフラットである一方、チームリーダーに強い権限があるため、

柔軟かつ迅速な意思決定が可能な実施体制である
– 外部リソースの活用には非常に積極的であり、既に多数の協業実績

がある
– 提供したサンプルへのフィードバックを改良につなげる「マーケットイン」型

のアプローチを採用

• 人材・設備・資金の投入方針
– 本事業の実施により研究開発部門の増強、製造部門の追加が必要と

なるため、人員増加の予定
– 大学との共用設備も引き続き活用・拡充予定である
– エネコートはペロブスカイト太陽電池の実用化事業を専業としており、短

期的な経営指標は存在しておらず、全経営資源が当該事業に投入さ
れる
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4. その他
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4. その他／（1）想定されるリスク要因と対処方針

リスクに対して十分な対策を講じるが、実用化が困難になった場合には事業中止も検討

研究開発（技術）におけるリスクと対応

• 出力未達、耐久性未達、コスト未達のリスク
→ 出力、耐久性、大面積化の技術について、

フィルムメーカー、材料メーカー、装置メーカー等と
の協業を実施
必要な技術を随時社外から入手できる体制を
構築している

社会実装（経済社会）におけるリスクと対応

• 実用化遅延によるリスク
→ 投資家からの資金調達等を実施

その他（自然災害等）のリスクと対応

• 自然災害によるリスク
→ 製造拠点分散等を実施

⚫ 事業中止の判断基準：

エネコートはスタートアップであるため、原則として資金繰りに行き詰った場合は解散または倒産手続きに移行し必然的に事業中止に至ることになる。
実用化に至るまでの期間は資金の大部分を投資家からのエクイティ調達に依存するため、実用化が困難となり投資家からの資金調達が絶望的になった
場合に事業中止の判断をすることとなる

• 製造コスト低減遅延によるリスク
→ 高付加価値マーケットの探索等を実施

• 販売価格低下によるリスク
→ 大規模販売網の構築等を実施

• 特定市場における製品陳腐化によるリスク
→ 新規市場開拓等を実施

• 特定材料の忌避によるリスク
→ 代替材料の開発等を実施

• 太陽光発電普及における地域特性リスク
→ グローバルでの最適市場探索等を実施

• 事業の単独実施によるリスク
→ パ―トナー企業と事業の共同実施等を実施

• 政策変更等によるリスク
→ 政策の影響を受けにくい市場の開拓等を実施


